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抄録：日本を始めとして東アジア、さらに今後はアジアの多くの地域で速いスピードで少子・高齢化が進行している。人
口高齢化速度を欧米先進国とアジア諸国と比較すると、高齢化社会から高齢社会に至るのに欧米先進国は平均約80年も
所要した一方で、アジアの場合は約20年が予測されている。このように短期間に少子・高齢化が進行することによって、
社会保障を始め、社会に大きなインパクトを与えている社会を「圧縮・少子高齢化社会」という。本稿では、まず、「圧縮・少
子高齢化社会」概念に基づき、アジア地域における人口変動の実態を概観した。つまり、少子・高齢化が進む背景と、それ
に伴ってライフサイクルがどのように変化しているのかについて概括した。そして、アジア共同体に対する機能的なアプ
ローチの一つとして東アジア型福祉政策あるいはモデルの模索のため、1990年代以後、一般的に論じられている「ワーク
フェア」という用語を「DJウェルフェアリズム」論を中心に検討し、さらに、それがアジア型福祉モデルとして相応しいか
どうかを検証した後、最後に、残された課題や問題点についていくつかの提案をしたい。
（別冊請求先 :尹　文九）
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緒言
少子高齢化現象は先進国において共通に見られる現象
である。その問題は日本を始め、東アジア、今後はアジア
の多くの地域で速いスピードが進行していることである。
絶対的な基準ではないが、一般的には老年人口比率が7%
から14%の間の社会を「高齢化社会（aging society）」、そし
て14%を超えた社会を「高齢社会（aged society）と呼んで
いる。この基準を用いて、人口高齢化速度を欧米先進国と
アジア諸国と比較すると、高齢化社会から高齢社会に至る
のに欧米先進国は平均約80年を要した一方で、アジアの場
合は約20年と予測されている。なお、 ここでいう先進国
とは、フランス、アメリカ、スウェデン、イギリス、オース
トラリアの5ヶ国とアジア諸国は日本、韓国、中国、タイ、
ベトナム、シンガポールの6ヶ国を示す。
人口構造の変化は経済や社会保障など多方面に多くの
影響を及ぼしている。ここではアジア諸国で見られる高齢
化現象、すなわち、極端に短期間における高齢化が進行す
ることによって、新しくて多様な社会問題に直面して社会
を「圧縮高齢化社会」、そして圧縮高齢社会への転換は出生
率の低下による少子化とも深く関連していることから、こ
うした社会を以下は「圧縮・少子高齢化社会」ということに
する（尹 , 2008）。
このようなアジアにおける急激な人口変動と経済発展
は、世界から注目を集めることになった。一方、アジア経
済危機以後、アジア諸国では「アジアによるアジアの再発
見」といった、今までとは違った認識のもとで「アジア共同
体、または東アジア共同体」をテーマとした議論が活発に
なっている。実際、中国の急速な経済発展とともに、アジ
アの経済統合に関してアジアの多くの国がすでに動いてい
るところである。
こうした流れのなかで東アジア諸国では、東アジア型福
祉モデル構築の必要性の論議がなされるようになった。し
かしながら、共同体を考える際、最も重要な内容である社
会福祉をめぐる問題については、マクロレベルでの議論よ
り、ミクロレベルでの議論にとどまり、一部学会の部会や
大学内で議論にすぎないのが現実である。
したがって、本稿では、まず、「圧縮・少子高齢化社会」概
念に基づき、アジア地域における人口変動の実態を概観し
た。つまり、少子・高齢化が進む背景とそれに伴って、ライ
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フサイクルがどのように変化しているのかについて概括し
たのである。次に、アジア共同体に対する機能的なアプ
ローチの一つとして東アジア型福祉政策あるいはモデルの
模索のため、1990年代以後、一般的に論じられている「ワー
クフェア」を「生産的福祉」論を中心に検討し、それがアジ
ア型福祉モデルとして相応しいかどうかを検証した後、残
された課題や問題点についていくつかの提案をした。
アジアの人口変動の現状
1）「圧縮・少子高齢化社会」とは
人口置換水準（現在の人口を維持するために必要な「合
計特殊出生率（Total Fertility per women）」を指すが、その
値は2.08とされている）が長期にわたり、かつ出生率が相
当程度低下していく社会を一般的に「少子化社会」と呼ぶ
なら、「少子・高齢化社会」とは少子化と高齢化が同時に進
んでいる社会といえる。ここで、なぜアジア諸国の少子高
齢化社会のことを「圧縮・少子高齢化社会」と呼んでいるの
かについて、高齢化率と合計特殊出生率の変化を取り上げ
ながら、その概念について述べたい。
高齢化のスピードを示す指標としては、老年人口比率が
7%から14%、つまり高齢化社会から高齢社会に至るまで
の所要年数が一般的に使われている。この基準に従ってア
ジアと欧米先進国を比べると、表1で示すように、アジア
の諸国の場合は欧米先進国と比べ、極端に短期間で高齢化
が進行していることがわかる（UN, 2006）。例えば、フラン
スは7%から14%まで到達するのに114年かかったのに対
して、日本はわずか24年しかかからなかった。このデータ
は、日本の高齢化が世界の中で前代未聞のスピードで進ん
でいることを強調するため、日本で頻繁に使われている。
しかし、アジアのほとんどの国で、日本と同等か、もしく
はそれ以上の速いペースで高齢化が進でいるのである。少
子・高齢化の要因にはさまざまなことがあるが、主たる背
景としては出生率の低下による少子化と、平均寿命の伸び
による長寿命化という2つの要因があげられている。
一方、アジア諸国と欧米諸国との少子化に関して「合計
特殊出生率」を比較してみると、2000年代に入って、欧米
ではわずかであるが出生率の増加が見られているが、アジ
アの場合は出生率低下が予測されている。少子化の原因
は晩産化や非婚率の進展による女性1人当たりの生涯出産
数の減少である。晩産化が進む背景として、女性の就労機
会の上昇などライフスタイルの変化によって、人生の価値
における結婚、育児の優先順位が低下する中、結婚や育児
環境に高い条件を求める傾向が強まっていることが挙げ
られる。
以上のような背景から、アジア諸国は欧米先進国と比べ
て短期間で、さらに高いスピードで高齢化が進展すると同
時に、出生率が減少している。こうした人口構造の変動を
期間だけの変数で説明するならば、「短縮」という言葉が「圧
縮」よりは適切かもしれない。だが、ここで著者がアジア
の少子高齢化のことを「圧縮・少子高齢化社会」と言及した
理由は、短縮された人口変動が社会に及ぼしているインパ
クトが大きいという側面から、アジアの少子・高齢化現象
をこの用語で表現したのである。つまり、「圧縮・少子高齢
化社会」とは「極端な短期間に高齢化と少子化が同時に進
行することによって、急激な社会変動を招来した結果、福
祉ニーズが高まっていく社会」と定義したい。
2）老いるアジアの人口変動の推移
21世紀はアジアの時代とよく言われているように、20
世紀末からアジアの多くの地域は急速な経済・社会・人口
学的な変動を経験し、今後はそれらがさらに加速する見通
しである。そのなかでも、特に注目されるのが少子・高齢
化の急速な進行である。
表2はアジア諸国の人口変動の推移を表したものであ
る。国連は、2050年には、65歳以上の高齢者人口の割合は
韓国（世界で11番目）、シンガポール（世界で12番目）など
で大きく増加し、韓国だけではなく中国でも人口減少に向
かうと予測している。「合計特殊出生率」を見ると、韓国や
シンガポールなど、いわゆるアジアNIESは日本を下回る
低水準状態にあり、中国やタイ、ベトナムも「人口置換水準」
より低い水準になっている。また、東南アジア諸国におい
でも少子化が進んでいる（店田 , 2005）。
他方、高齢化率を見ると、すでに、東アジア諸国とタイが
高齢化社会に突入しているが、2025年にはアジアのすべて
表1． 高齢化速度と合計特殊出生率の国際比較 
（UN, 2006年推計）
国名
65才以上人口比率
の到達年次 倍加年数
合計特殊出生率
7％ 14％ 1980-85 2005-10
フランス
スウェデン
アメリカ
イギリス
1865
1890
1945
1890
1979
1972
2014
1976
114
82
69
46
1.87
1.65
1.83
1.80
1.89
1.80
2.05
1.82
日本
中国
韓国
シンガポール
ベトナム
タイ
1970
2001
1999
2000
2020
2005
1994
2023
2017
2016
2034
2025
24
23
17
16
14
20
1.76
2.55
2.13
1.69
---
2.85
1.72
1.73
1.21
1.26
---
1.85
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の国において平均寿命が延びて高齢化社会から高齢社会へ
と移行することが予測されている。すでに、2000年の段階
で、アジアにおける高齢者は世界全体の半分以上（51.5%）
を占めているが、その割合はますます増加し、2050年には
62%までに上昇するものと予測されている（UN, 2006）。
前にも触れたように、高齢化と出生率の低下は密接に関
連している。図1は、でこの点を確認するために、出生力
転換時期と高齢化社会から高齢社会へと転換した時期を対
応づけて示したものである（嵯峨 , 2005）。これをみると出
生力転換が早い時期に、かつ短期間に完了した国ほど高齢
化の時期も早く、その進展が急速であることがわかる。
表2． アジア諸国の人口変動（UN, 2006年推計）
合計特殊出生率 高齢化率（％） 平均人口増加率 平均寿命
1990 2005 2005 2025 2050 
2000 
2005 
2025 
2030 
2045 
2050 
2000 
2005 
2045 
2050 
日本 1.5 1.3 19.7 29.1 36.5 0.14 -0.40 -0.56 81.6 88.1 
東アジア
韓国
香港
シンガポール
1.6
1.3
1.9
1.1
1.0
1.2
9.4
12.0
8.5
19.6
21.5
22.3
30.5
29.6
30.5
0.17
1.07
1.69
-0.05
0.25
0.12
-0.56
-0.08
-0.59
75.5
79.9
78.1
82.2
84.8
83.0
中国 2.1 1.8 7.6 13.7 22.9 0.73 0.08 -0.37 71.0 76.6
東南アジア
タイ
マレーシア
インドネシア
フィリピン
2.2
3.8
3.1
4.3
1.9
2.7
2.3
3.2
7.1
4.6
5.5
3.9
13.3
8.9
8.6
6.8
21.5
15.7
16.9
14.0
1.10
1.93
1.26
1.79
0.42
1.00
0.54
0.94
-0.06
0.41
0.11
0.37
69.3
73.1
66.8
70.0
78.2
69.5
76.9
78.4
ベトナム 3.6 1.8 5.4 8.4 18.0 1.35 0.70 0.23 69.2 78.2 
インド 3.8 2.8 5.3 8.1 14.4 1.51 0.68 0.26 61.4 73.8 
世界平均 3.1 2.6 7.4 10.5 
図1． アジア諸国の出生力転換時期と高齢化率倍増期間（出典：嵯峨 , 2005, p282）
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3）ライフサイクルの変化と高齢者問題
人生にはいくつかの段階があり、そのような時期的な
変化や特徴をライフサイクルと呼ぶならば、「圧縮・少子
高齢化社会」ではその変化が急であるから、新しく表出す
る社会問題も多い。日本の例を参考にライフサイクル変
化を見ると、先ず出産期においては未婚や晩婚化の傾向
が増加するともに、出産期間が短くなるともに出産率が
低下することによって子どもの扶養期間が短縮された。
また、中年期と老年期は平均寿命の伸長により、定年後の
期間が大幅に伸び、子どもにとっては、老いた親の扶養期
間が1920年の5.3年から1992年の20.4年まで、約4倍に
延びた。
家族構成比の変化を見ると、全体的な特徴としては大家
族から核家族へと変化したが、そのなかでも3世代世帯の
割合が1975年の54.4%から2005年には21.3%へと半減し、
さらに高齢者単独や夫婦のみの世帯が2～3倍に急増した
（社会福祉士養成講座編集委員会 , 2009）。
こうした傾向は当然、少子高齢化が進んでいるアジア諸
国でも、今後、起こりうると思われる。この点から少子・高
齢化社会を経験し、それに対応してきた日本の先例は将来、
アジア諸国の福祉政策のあり方を考える際、多方面におい
て参考になる。日本を含め、東アジアの諸国が福祉ニーズ
に制度的に対応してきた背景には、経済発展に伴う政治、
社会、経済的な政策環境の成熟があげられる。しかし、ま
だ所得水準が低い東南アジアの国では財源やマンパワーな
どの要因により、きちんとした対応をすることが容易では
ない。問題は低所得国でありながら圧縮・少子高齢化が進
んでいる国において、高齢社会への制度整備が大きく遅れ
た場合、低所得高齢者の人権問題、さらには高齢者の生存
に対する危険を高めるのではないかという問題にまで進展
する可能性がある。大泉（2008）は、「人間の安全保障」とい
う言葉を用いながら、アジアの高齢者を誰が扶養するかの
問題は単に経済成長維持だけでなく、アジア全域で豊かな
社会を構築するためには現在から取り組むべき課題である
と指摘した。
東アジア型福祉モデルに対する論議
今まで日本における社会保障または福祉政策に関する
研究は、主に日本より福祉分野において先に進んだ欧州な
どをモデルとした「先進比較事例研究」、すなわち、比較の
対象がより先進国とみなされる国や地域が選択され、比較
研究を行なうことが多く（古川 , 2004）、アジア諸国の社会
福祉制度に関する研究や話題は少なかった。ところが、
1990年代末になってから日本を含め東アジア諸国ではア
ジア型福祉モデルに対する議論が広がるようになってき
た。その背景について国内での議論と世界銀行を中心とす
る国外機関での議論に区分できる。
1）日本国内での議論
日本国内で東アジア型福祉に対する議論の背景にはい
くつの要因がある。その要因について、まず、いままで欧
米諸国を中心に行われた比較分析モデルを日本に適用する
ことに関しては多くの問題点が提起された。例えば、エス
ピング･アンデルセンの福祉レジーム論（Esping-Andersen, 
1990）を東アジア諸国に適用するためには、彼のレジーム
論の方法の射程と限界、そして、レジーム論の基礎となっ
ている3つの指標、①脱商品化の指標、②社会的階層化の
指標、③国家、市場、家族の相互の関係などの指標の限界に
対する深い考察が必要であるとの指摘があった（武川 , 
2005）。
上記の指標によって日本を見ると、脱商品化と階層化の
点ではコーポラテイスト･タイプと共通点を持ち、プライ
ベートセクターの役割の点ではリベラル･タイプと共通点
が見られるので、日本は、エスピング･アンデルセンが提示
した典型的な3つのタイプ、すなわち、①リベラルタイプ、
②コーポラティストタイプ、③ソーシャルデモクラテイク
タイプのいずれにも属さないと指摘された（埋橋 , 1997）。
このような議論とともに第4のモデルとしてアジア型福祉
モデルを議論するようになったといえる。
一方、アジア経済危機や中国の経済発展は欧米から東
アジアへの関心を集中させると同時に、日本でもようや
くアジア諸国の社会保障あるいはアジア型福祉という
テーマの重要性が認識されるようになった。それはアジ
アの諸国では先進国と比べで、社会福祉制度が十分に制
度化されなかったこともあって、あまり関心がなかった
からである。しかし1980年代以後、アジア各国は経済発
展とともに都市化による伝統的な相互扶助機能の低下、
少子・高齢化の進行、特に経済危機以後リストラなど、
様々な不安要素が大きな社会問題としてクローズアプさ
れた。さらに、経済発展と市民社会の成熟は福祉に対す
る国民のニーズを増大させ、重要な政策課題として取り
上げられるようになった結果、自国の状況に似合った各
種の制度が成立した。
例えば、韓国では、既存の欧米依存モデルから脱け出し
て、「生産的福祉論｣、すなわち、金大中政権は21世紀の韓
国福祉政策の方向として構築を提案した「生産的福祉シス
テム」を取り上げ、それを社会福祉政策の新しい理念とし
て方向づけながら、「国民基礎生活保障法｣など福祉分野に
おいて多くの改革を行った。
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他方では、既存の福祉概念に対する捉え方に疑問を持つ
ことになった。すなわち、英語の「ウェルフェア」あるいは
「ウェルビング」という言葉には生活における物質的な側
面のみならず、精神的な側面がともに強調されているが、
いままでの福祉に対する欧米での議論は物質な側面を強調
して論じられてきたのではないかということに疑問が出さ
れたのである。韓国では、参与政府（ノムヒョン政府、
2003-2007年）の下で、精神的な面を強調した「ウェルビン
グ･ブーム」が引き起こされ、福祉に対する既存の考え方が
大きく変化したのである。
2）世界銀行を中心とした議論
上記の日本国内での議論とは別に、90年代以降、東アジ
ア諸国に対する欧米の関心が高まった。その背景には「東
アジアの奇跡」と呼ばれた経済発展と社会福祉との関連へ
の関心があった。産業化理論によれば、福祉国家は政治的
には解決済みの問題であり、経済成長が進めば、いかなる
社会も福祉国家に収斂するということであった（尹 , 
2004）。しかし、東アジアの国家は高い経済成長にもかか
わらず、福祉国家への収斂が遅れた。その結果、福祉関係
財政支出は西欧諸国と比べてはるかに低かったが、社会指
標は先進諸国の水準まで接近していることに疑問が提起さ
れた（Tang, 2001）。
一方、世界銀行は経済危機の下で、東アジア諸国に対す
る社会的保護（ソーシャル・セーフティ・ネッ ;（Social 
Safety Net： SSN）のため融資の必要性から、1999年に「東
アジア太平洋部門」を設立すると同時に、『東アジア社会保
護戦略に向けて』の報告書をまとめた。その報告書では、
SSNを個人や家計の予想できないリスクに対応するため
の社会政策プログラム（たとえば、雇用保険、労災保険、健
康保険など）の意味として捉えている。こうしたSSNは、
市場メカニズムの不備による所得分布の不平等、または根
本的な貧困問題に対処するための一般の社会福祉制度の補
完的な機能を持っている（寺西 , 2003）。
また、同報告書では、SSNの対象国を、①新興市場諸国
（韓国、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン）、②
移行経済諸国（中国、ベトナム、モンゴル、ラオス、カンボジ
ア）、③太平洋島諸国（フィジー、サモア、ソロモン諸島など）
の3つに分けている。そして、上記の国々では経済危機以
前は急速な経済成長と家族の助け合いがSSNの役割を果
たしていたので、それぞれの政府は先進諸国のような公的
な社会保護制度を導入してこなかった。しかし、この報告
書は、今後、少子高齢化・グローバル化など社会構造の変化
によって社会的リスク管理から、SSNの構築が必要である
と主張している。
「ワークフェア」としてのDJウェルフェアリズム
20世紀末から、先進諸国の間で福祉国家の再編ないし分
解の流れの下で、自国に見合った公的および私的サービス
の役割や機能を模索することになった。こうしたプロセス
の中で、今までの「ウェルフェア」の代わり「ワークフェア」
が社会福祉分野におけるキーワードになり、多くの国がそ
の概念によって福祉政策を再編している。しかし、「ワーク
フェア」概念に対する合意された定義は、国や研究者によっ
て解釈やそれに対する評価も異なっている。「ワークフェ
ア」によって行われる諸般の施策に対しては、従来の福祉
を制約する福祉国家の縮小路線であるとの意見がある一方
で、より充実した福祉国家の実現のための一つの方法であ
るという意見もある。さらに、「ワークフェア」は「ベーシッ
ク・インカム」などの、福祉と就労を切り離す概念としてと
らえる議論もある（尹 , 2004）。
以下、本章では、「ワークフェア」が韓国ではどのように
理解され、また、社会福祉政策においてどのような役割や
機能を果たしてきたか、さらに、それがアジア型福祉モデ
ルとしてありうるかということについて、DJウェルフェ
アリズム、すなわち「生産的福祉」論を中心に述べていき
たい。
1）「生産的福祉」理論に対する検討
福祉国家危機論以後、先進諸国では「ワークフェア」を中
心とした研究とともに、新しい福祉モデルの開発及び制度
が実施されてきた。しかし、韓国の場合、1997年の半ばか
ら始まった経済危機は大量失業、中産層の崩壊、所得分配
構造の悪化、離婚による母子家庭や少年・少女家長世帯を
増加させた。なかでも、大量失業の問題は、政権維持にお
ける大きな阻害要因になり、金大中政権はこうした総体的
な問題に対応するため大統領府に「生の質、向上企画団」を
組織し、その解決方案を模索した。そこで21世紀の韓国福
祉政策の方向として提案されたのが、「生産的福祉システ
ム」の構築であった（尹 , 2004）。
韓国において「DJウェルフェアリズム」ともいわれてい
る「生産的福祉」という概念は、欧米で論じられていること
と違う意味があるのだろうか。最初にそれについて言及し
た政府内資料（保健福祉部内部資 , 1998）によると、「韓国の
現状況を考慮する際、生産的福祉とは一番選択可能な実用
的な代案であると書かれている。その理由として、社会民
主主義モデルはあまりにも分配に重点が置かれている反
面、新自由主義モデルは過度に効率にウェイトを置いてい
るので、それぞれの問題点がある。したがって、今後韓国
政府が目指す方向は分配と効率のバランスを取った生産的
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福祉を追求するものでなければならない」と述べられてい
る（保健福祉部 , 1999）.
こうした「生産的福祉」の概念は、すでに先進諸国で議
論されている「ワークフェア」の内容を移入したものであ
る。ところが、西欧の福祉国家で議論されていることと韓
国の「生産的福祉」とは必ずしも同じ内容ではない。例え
ば、イギリスの「第三の道」では、国家の福祉財政の投入に
もかかわらず、福祉に依存する人々の規模が減らなかっ
た。その原因を国家の過剰介入による非効率性に求め、解
決策として公的機能と市場機能とのバランスが提案され
ている。
一方、韓国の「生産的福祉」は、国家によって福祉予算
の規模を拡大すると同時に、市場の機能を最大限に活用
する方法を模索している点において、既存の「ワークフェ
ア」とは違う面があるといえる。すなわち、「国民基礎生
活保障法」によって、国民の基礎生活保障の範囲および質
を向上しながらも、一方では、自立を強調しているのであ
る。「国民基礎生活保障法」は、日本の生活保護制度に該
当する制度であるが、1999年の金大中政権の際、生産的
福祉理論によって制定された代表的な福祉制度のひとつ
である。
韓国の社会保障および福祉制度を主に研究している国
立研究機関である韓国保健社会研究院の報告書には、その
概念に対して次のように書かれている。
今後、韓国の新しい福祉政策の方向は、経済と福祉とい
う二分法的思考から切り抜け、両者が相互に相乗作用する
ことを前提とする統合的思考を基礎としなければならな
い。すなわち、社会福祉分野に対する支出がフィードバー
クされ、それが経済成長に寄与することになる。そして経
済成長の結果が再び福祉に再投資され、相互に相乗関係に
ならなければならない。ここに韓国的情緒と相扶相助の共
同体意識を反映し、国家の役割と個人の責任を強調する方
向に福祉政策を維持すべきである。こうした新しい福祉パ
ラダイムを我々は生産的福祉（Productive Welfare）という。
つまり、勤労能力を持たない人々には、国家が基本的な生
活を保障することによって社会的連帯意識を強め、就労能
力を持つ階層に対しては就労動機とその環境を整備し、生
産性向上を追求する」と述べているのである（鄭 , 2000）。
これは今後の韓国の福祉政策の基本方向を提示しただけで
はなく、生産的福祉体制の構築に対する政府の意見を強く
反映したものであるといえる。
　
2）「生産的福祉」論の具体的な内容
生産的福祉の実践において主な柱は大きく、（1）市場に
よって公正になされる一次的な分配、（2）国家による再分
配政策、（3）国家と市場が重なり合う領域による自立のた
めの社会的投資、（4）国民の生活の質的向上の4つで構成さ
れている（朴 , 2002）。また、基本構想は、（1）社会権として
の福祉、（2）労働を通じた積極的福祉、（3）社会連帯に基づ
いた参加型福祉の3つの内容から構成されている。
まず、社会権としての福祉は、「残余的社会給付ではな
く、制度的社会保障を提示し、国民の幸福や健康的な生活
を実現するための福祉制度と政策を要求する｣ことを意味
する。そして、労働を通じた積極的な福祉は、｢社会的弱者
を対象とした既存の消極的な福祉を乗り越え、労働権の保
障を通じて生産的福祉を追求する｣ことを意味している。
最後の参画型福祉体系は、［雇用創出的なマクロ経済政策を
通じて完全雇用に接近し、使用者と労働者，そして団体代
表、政府、市民団体などさまざま主体が参加する福祉シス
テム］が提示されている（武川 , 2005）。
ここで（2）と関連し、韓国政府が行われている自活支援
政策（尹 , 2004）が持つ意味を生産的福祉と結びついて検討
する。
「生産的福祉」の柱の1つである自活支援政策は、貧困階
層の自活を支援する福祉政策である。政府は、全国民の安
定した生活を保障するだけではなく、貧困階層の自活を積
極的に支援する方向で、福祉資源の分配システムと福祉制
度の改革を目指している。国家による再分配政策が、労働
能力のある者の自活意志を最大限引き出すことのできな
いまま、一方的恩恵の授与にとどまるのであれば、福祉
サービスの受給者の意欲を失わせ、これによってむしろ社
会と国家全体の活力を減衰する結果を招きかねないから
である。この点から、雇用の場を創出し、職業能力の開発
を通じて働く権利を保障することこそ、もっとも積極的な
福祉政策であるといえる。生産的福祉は、社会的疎外と差
別を是正するために、社会全体が恒久的に人間開発を追求
するものでなければならない。また、生産的福祉は恩恵的・
一般的な性格にとどまらず、社会の弱者層と貧困層が社会
的疎外と貧困構造から抜け出せるように支援することで
もある。
そのため、政府は勤労能力がある低所得層に対しては、
自活事業に参加する条件として、サービスを提供する制度
を整備し、これらの人々の自活を支援するため、民間の自
活後見機関を選び、その機関を支援している。さらに、市
場競争から脱落した貧困階層に対して政府は、教育と訓練
を通じて働く意欲と能力を向上させるのみならず、新しい
仕事を提供していくことが生産的福祉の積極的な福祉政策
であり、かつ効率的な社会投資であると述べている（金 , 
2002）。
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東アジア型福祉モデルの検討
1）経済発展と社会福祉の形態変化
現在、世界の190ヶ国中、150ヶ国では、何らかの形での
社会福祉活動によって人々の生活支援が行なわれている。
表3に示すように、社会福祉の形態は、工業化以前の社会
での慈善事業から相互扶助、公的救済、そして産業社会を
経て、社会権として社会福祉へと発展してきた。こうした
変化を東アジア各国と比較しみると、中国のような経済成
長期の社会を含めて、多くの国が安定成長期の社会へと移
行しつつであるといえる。
安定成長期の社会における社会福祉に影響を与えてい
る要因は、人口の高齢化と経済力の低下であろう。高齢者
数の増加は福祉ニーズを拡大させるだけではなく、相対的
に経済活動人口の減少を伴うので、福祉財源や福祉の担い
手の確保という面からも影響が出てくる。さらに、国際競
争力の低下とあいまって、これまで水準の社会福祉供給も
できなくなる心配から、先進諸国では「ワークフェア」に基
づいて福祉再編を行ってきた。
2）東アジア型福祉モデルに関する論議
このような動きのなかでこれからの福祉改革と関連し、
東アジア諸国にはどのようなモデルあるいは「福祉レジー
ム論」があるのだろう？
今まで行なわれてきた福祉分野における東アジアの国
を対象とする比較研究、つまり、ほぼ同等の状況にあると
見なされるいくつかの国あるいは地域が相互比較の対象と
して選べられている「同列事例比較研究」は初歩的段階で
あり、客観的な情報と比較分析に必要な基礎資料が絶対的
に足りなかった（阿部 , 2000）。また、東アジア諸国は欧米
諸国と違って、国によって、経済成長率と個人所得にも大
きな差が存在している。さらに、アジア諸国は家族や共同
体の構造や機能、ジェンダー、宗教とのかかわりなどが政
治的･文化的な多様性より、今のところ東アジア型福祉モ
デルを特定するのは困難かもしれない。
しかし、エスピング･アンデルセンの3つの福祉レジーム
に加えて、第4のタイプとして「生産主義的福祉レジーム」
あるいは「発展主義福祉レジーム」を定義し、東アジア3国
（韓国、日本、台湾）を欧米とは異なる「日本型福祉モデル」
に分類する研究者もいる（Goodman, 1996）。　
一方、福祉レジーム論の概念を使わず、東アジア諸国の
社会福祉と政治・経済・社会の共通した特徴、たとえば、
社会政策より経済政策の重視、普遍主義にもとづいた福
祉制度の不在、国家予算のなかで社会保障関係費用の割
合の低さ、市民社会の未熟、福祉サービス供給における家
族と企業の役割が多いなどに着目し、東アジア諸国の社
会福祉の特徴を提示する研究もある（Tang, 2000）。また、
東アジア諸国の特徴として実質的な社会保障や相互扶助
の担い手として大きな役割を果たしている家族制度と儒
教が福祉に及ぼした影響に着目した「儒教主義福祉国家」
論もある。
こうした議論は、1973年のオイルショック以降、日本で
主張された「日本型福祉社会」論、すなわち、福祉サービス
の提供、または責任において国家（行政側）より家族の役割
を優先することから多くの批判もあった。しかし、東アジ
ア諸国を欧米の国々と比べると、家族や地域共同体による
相互扶助が一定の重要な役割を果たしてきたという点は否
定できないことであろう。もちろん、こうした現象は前に
も触れたように、産業化が進む以前の社会（前産業化社会）
においでは一般的に見られる傾向であるので、それが「東
アジア型」の特徴とは必ずしも断言できないかもしれない。
だが、家族関係という点に限定してみると、老いた親と子
供との同居や扶養関係、親と成人前後の子供との関係、ジェ
ンダーに関する関係など、東アジア諸国ないし地域の内部
で多様なウェリエーションがあることは無視できない。東
アジア諸国の社会福祉理解のため基本的なスタンスとし
表3． 経済発展と社会福祉の形態変化（松村 , 2005, p13より再作成）
時期区分 工業化以前の社会 初期工業化の社会 経済成長期の社会 安定成長期の社会
産業の状態 農業中心 工業化 工業、商業化 サービス業化
人口の状態 出生大、死亡大 出生大、死亡減 出生小、死亡小 出生小、死亡一定
生活の様式 血縁、地縁強 
世帯継承的勤労主義
血縁減、職縁増生活
維持的勤労主義
職縁強 
消費志向的勤労主義
契約縁強 
交流文化的生活主義
社会福祉の形態 慈恵的救済 貧窮救護 保護的給付 支援的提供
疾病構造 感染症 慢性疾患 慢性疾患 老人退行性疾患
医療サービス 公衆衛生 医療保険 内容拡大 綜合システム
年金 家族 被雇用者 内容拡大 制度の再編
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て、こうした要素が無視できない大きな意味を持つことは
認識しつつも，広井（2003）は当初から、アジア型福祉国家
ないし社会保障のアジア型モデルを過度の強調すること、
特にそれを固定的なものとして捉えることについては慎重
であるべきと述べている。
東アジア型福祉政策と「ワークフェア」
1）福祉政策モデル
社会福祉政策はその国の社会・経済システムの反映であ
り、またそこで生活する人々の意識あるいは文化の表現で
あるといえる。福祉ニーズが必要な人々にサービスを提供
する主体として基本的に考えられる原理は、表4で示すよ
うに、「公助類型＝普遍主義モデル」、「自助類型＝市場型モ
デル」そして公助と自助を混合した「共助類型＝社会保険
型モデル」に区分できる。このような「類型論」は、各国の
事例を比較分析する際，簡潔性とともにマクロレベルでの
理解、つまり、木より森を見る視角を提供する面において
は意味がある。
東アジア諸国には上記の3つの類型のなかでどのような
タイプに属するのか、また現実を考慮し、今後選択可能な
タイプはどれなのかについての問題が出てくる。
こうした疑問から、ここでは、3章で述べた金大中大統領
の「生産的福祉論」を東アジアの福祉政策タイプとして取
り上げ、検討したい。その理由は以下の通りである。
まず、金大中大統領自ら「生産的福祉論」は韓国と類似な
状況に置かれている国が国家発展政策を立てていく際に、
良いモデルになることが期待できると述べているからであ
る（金 , 2002）。ここで韓国と類似な状況ということを考慮
する際、やはり、東アジア諸国はさまざまな面から多くの
共通点が見られる。
また、類型は現実の理解をしやすくするため、理想的な
モデルとして設定したものにすぎない。しかし、現実は
もっと複雑なので、1つの類型がすべての事例において完
璧に当てはまることはあり得ない。「生産的福祉論」は、前
述した理由と関連して、説得力があると思われる。最初に
「生産的福祉論」について言及した政府内資料によると、「韓
国の現状況を考慮する際、生産的福祉とは一番選択可能な
実用的な代案である。その理由として社会民主主義モデル
はあまりにも分配に重点が置かれている反面、新自由主義
モデルは過度に効率にウェイトを置いているので、それぞ
れの問題点がある。したがって、今後韓国政府が目指す方
向は、分配と効率のバランスを取った生産的福祉を追求す
るものでなければならない」と述べられている（保健福祉
部 , 1999）。
このように「生産的福祉論」では1つのタイプの内容に
こだわらず、政策の性質によって、それぞれ3つのタイプ
の良い点を取り入れたものであるといえる。したがって、
社会福祉政策の基本方向（マクロレベル）としては生産的福
祉の理念を、そして東アジア諸国の異なる状況（ミクロレ
ベル）に対しては3つのタイプの中から自国に似合う原理
を取り入れれば、今まで提示されたいかなるモデルより、
実用的な面からも選択可能な選択肢かもしれない。
金大中大統領が主張する生産的福祉は基本的に、「民主
主義と市場経済の同時発展」を目指したものである。しば
しば、福祉を重視すればするほど国民総所得からの経費は
増え、生産力は制約されていくので、もともと福祉と生産
は二律背反的な矛盾を内蔵すると言われている。
表4． 福祉国家・社会保障のモデル（広井・駒村 , 2003, p7より再作成）
区分 特徴 国家 基本となる原理
普遍主義モデル
大きな社会保障給付
すべての国民が対象
財源は税中心
行政の役割が大きい
北欧諸国
スウェデンなど
「公助」（公共性）
社会保険型モデル
拠出に応じた給付
被雇用者中心
財源は社会保険料中心
行政と市場の混合
ドイツ、フランス
など
「共助」（相互扶助、共同体）
市場型モデル
最低限の公的介入
民間保険中心
自立自助やボランティア
市場の役割が大きい
アメリカ、カナダ
など
「自助」（自己責任）
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2）東アジア福祉モテルとして生産的福祉論
韓国政府は生産的福祉を実際の政策にいかに反映しよ
うとしたのだろうか。
一般的に、国民に必要な福祉サービスを提供する方法に
は大きく分けて2つある。一方は生産過程参加した人に対
する市場を通した分配であり、他方は、生産過程に参加で
きない社会共同体の構成員に対して政府が再分配政策を通
して最低限度の基本的な生活を保障することである。欧米
の福祉先進国の例に見られるように、公的扶助や社会保険
が拡大すれば、社会的危機から人間を保護しようとする努
力は減少する。また、国家の再分配政策は消極的と恩恵的
な福祉にとどまり、人間開発を通して国民が生活できる能
力を培うといった積極的な福祉が足りなくなる。同時に、
消極的福祉による再分配政策が発展するにつれ、財貨の社
会的配分において公平性と効率性のバランスをとる市場経
済内の所得分配政策は、福祉政策として認められなくなる
のである。こうした問題点を解決するため、生産的福祉で
は次のような推進戦略を提示している（金 , 2002）。その戦
略の仕組みは、図2に示されている。
1つ目は仕事を通して市場経済に参加している階層に対
する一次的な分配システムを作ることを提案している。こ
れは公正な市場秩序による分配が前提条件となる。全国民
が市場経済のなかで生産と分配に参加できる均等な機会を
享受し、これによって生活の質を高めることが期待される。
2つ目は市場経済に参加することができない人々に対し
ては、政府の再分配政策の拡大により、全国民が貧困と疎
外および社会的なリスクから抜け出し、人間らしい生活が
できるように基本的な生活を保障するものである。これを
実現するため、普遍的な公的扶助政策として、1999年に「国
民基礎生活保障法』が制定され、翌年から施行されるよう
になった。
3つ目は社会投資的観点から福祉政策を発展させる戦略
である。すなわち、社会的保護も重要であるが、今後、知識
産業社会においては国民を社会的危機から積極的に守るた
めに雇用の場を作り、職業訓練や教育ともに職業能力の開
発を通して自立生活を支援する方向であり、実際に自立生
活支援政策に力を入る施策が施行された（尹 , 2004）。
日本でも2000年から介護保険制度がスタートし、社会
福祉法が大改正された。この2つの制度の基本的理念は「個
人の自立と社会の連帯」を基盤としたのである。金大中大
統領も韓国政府が最終的に目標とする福祉システムは「自
立」とともに「相互連帯」の原則のバラスが取れたシステム
であり、これが市民社会に内在する社会共同体の多様な価
値を活用することによって、自生的なネットワークを構築
する時に可能になるとしている。ある個人あるいは集団
が、他の個人あるいは集団に対して持っている共感と互恵
的感情は、物質的窮乏の問題だけではなく、産業社会にお
ける人間疎外の問題までも解決することになると語ってい
るのである（金 , 2002）。こうしたことから、日本と韓国の
福祉政策の方向において類似する点があるといえる。
図2． 生産的福祉の体系（保健福祉部 , 1998年内部資料）
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結論
本稿では、「なぜ今東アジア型福祉モデルなのか」という
基本的な問題意識から出発し、今後、選択可能な代案（モデ
ル）として「生産的福祉」論を取り上げ、議論を進めてきた。
ここで論じてきたように、「アジア共同体」システムの構
築を考慮する際、東アジア型福祉モデルの必要性はさらに
重要なテーマになると思われる。にもかかわらず、これま
で「東アジア型福祉政策」、あるいは「東アジア福祉レジー
ム論」という議論ないし研究はまた初歩的な段階に過ぎな
いし、また論点においても多岐にわたっている。残された
課題として、アジアの社会福祉における日本の役割につい
て注目したい。
これまで、日本が欧米など進んだ社会福祉制度や政策を
モデルにしてきたように、アジア諸国おいては、日本が経
験した事例から多くの政策的示唆を取り入れている。つま
り、ヨーロッパでビスマルクが主唱した社会保険方式が文
化的伝播を通じて、全ヨーロッパに影響を及ぼしたように、
東アジア諸国では、日本の社会福祉政策や制度が多様な分
野にわたってモデルとしての役割を果たしてきた。日本は
欧米と比べて、さまざまな分野を含め、特に短期間に高度
経済成長の成功や高齢化のスピードの速さという面から、
アジア諸国と共通点がみられる。したがって、日本の社会
福祉制度ないし政策に対してその成功や失敗を客観的に評
価し、アジア各国と必要な情報を共有することは重要であ
る。こうした情報の共有化とともに、国家を超えた協力の
ためには東アジアの社会福祉に関心をもつ研究者や政策担
当者あるいは福祉従事者らがそれぞれのレベルで、より緊
密な交流によって基本的なデータを共有することが重要で
ある。こうした人的資源を総合して相互協力を深めるため
には、制度的なレベルで超国家的組織のようなシステム作
りが必要である。この点からも、2005年9月、韓国の「社会
保健研究院」内に設立された「OECDアジア社会政策セン
ター」は、今後アジア諸国間の社会政策開発協力をため有
意義なことである。
本論文内で言及されたように、東アジアの国々は類似点
がある反面、相違点もある。すなわち、森ではなく木をみ
ると、そこには社会・文化・政治・経済的特性などに根ざし
た多くの多様性が存在している。なかでも東アジア各国に
共通で見られる儒教的価値観や家族制度において、国に
よってギャップがあるのは確かである。こうした東アジア
諸国の特性を考慮せず、欧米的な概念（たとえば、市民社会、
福祉国家、社会福祉・保障など）あるいは物指しで計って評
価することは適切ではない。東アジア型福祉モデルを模索
する際重要なことは、経済発展や市民社会の成熟などと
言った単純な基準だけではなく、各国の多様性を視野に入
れ、そして欧米とは異なる用語の定義が必要であると思わ
れる。
最後に、グローバリゼーション進む現在でも東アジア諸
国は自国に対するプライドや国民的同質性を強調する声が
市民の間でも、根強く残っているのみならず、政治家はこ
れを政治に利用している傾向が見られる。もちろん、こう
した要因は短期間に経済を発展させる順機能的役割を果た
したという見解もあるが、他方ではアジア共同体形成を阻
害する大きな要因になっている。このようなことを政治レ
ベルで解決することは簡単な問題ではないと思われる。し
たがって、アジア共同体または東アジア型福祉モデルを成
功させるためには、政治あるいは制度的レベルだけではな
く、市民レベルでの「アジア市民福祉ネットワーク」を作
り、コミュニケーションを拡大することによって理解や相
互協力を求めることが重要である。
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Abstract : In addition to countries in East Asia including Japan, many countries in Asia are rapidly becoming aging 
society, decrease in the young population and increase in the aged population.  To achieve aged society from aging society 
in US and the advanced countries in Europe, approximately 80 years were taken.  Whereas, it is estimated that the period 
of aging society to aged society will be about 20 years in Asian countries.  It is therefore needed to quickly construct the 
social security system against the big social impact of the new aged society, namely “Compression and fewer children 
and aging society” .  The author first took a general review of the population change in Asian region on the view points 
of “Compressing and fewer children and aging society” .  The main targets were the background of the progress of the 
aging society, and the change in the life style along with the social change.  In second, to grope the East Asian-type 
welfare policy and/or model, the author reviewed the term “Workfare” which has been discussed after 1990s as one of the 
functional approaches to the Asian community on the basis of “DJ welfareism” theory, and presents some proposals to the 
issues of social welfare in Asia after verifying whether it is suitable for the Asian-type welfare model.
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